
関東地方整備局「建設会社における事業継続力認定」制度変更の概要

関東地方整備局「建設会社における事業継
続力認定」は、令和８年４月１日認定分（令和
７年１０月１５日申請開始分予定）より制度変
更します。

本制度変更に伴い、評価要領・ガイドラインの改定を行いました。改
定後の評価要領・ガイドライン及び申請方法は、下記ホームページか
らご参照ください。

関東地方整備局 ＨＰ（建設会社における災害時の事業継続力認定）

https://www.ktr.mlit.go.jp/bousai/bousai00000156.html
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変更①：評価基準の見直し

変更後変更前
現行様式２
の該当箇所

避難先（集合場所、避難所）、距離、避難に要する時
間、誘導方法（移動手段）を記載している。

距離、避難に要する時間、誘導方法
（移動手段）などを記載している。

B 災害時の
対応体制

指揮命令系統図に記載されている全員用に、業務・
生活のための備蓄を３日分以上確保（又は予定）して
おり、以下事項が記載されている。
・数量
・保存期限(〇年〇月)
・保管場所
・保管責任者

応急対応業務を担当するメンバー用
に、業務・生活のための備蓄を３日分
程度確保（又は予定）していて、３日
分程度の量を備蓄している根拠【◯
人×３日分】が整理されている。（１人
当たりの飲料水は３ℓ/日、食料は３食/

日）

E人員と資
機材の調達

（１）表現の曖昧さを除去しました

変更例：一部抜粋（様式２の確認ポイント）
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変更①：評価基準の見直し

変更後変更前
現行様式２
の該当箇所

削除
※申請書類様式1と重複しているため

作成、改定等への記録に、責任
者の確認サイン、印鑑等が記載
されている。

計画の策定

削除

※他項目で指揮命令系統図に記載されている全員
の一覧表（連絡先含む）を作成するため

最新の緊急連絡体制表を添付
しており、作成日を記載している。

B 災害時の
対応体制

（２）他項目と重複する項目の削除を行いました

（３）時代に応じた項目に改善を行いました

変更後変更前
現行様式２
の該当箇所

指揮命令系統図に記載されている全員の電話・FAX、

携帯電話を把握し、加えてそれ以外にメール（ＰＣ、
携帯など）、SNSを把握している。

電話・FAX、携帯電話以外に

メール（ＰＣ、携帯など）による全
員分の連絡手段を確保している。

B 災害時の
対応体制

• その他、計画の実効性の観点からも見直しを行っています。詳細は新旧対比表をご確認ください。

変更例：一部抜粋（様式２の確認ポイント）

変更例：一部抜粋（様式２の確認ポイント）※は補足説明です
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変更②：入力フォームの導入

• 統一様式として入力フォームの導入を行います。現在の様式1、様式2及び評価書類（一部除く）は入
力フォームに一本化されます。

• 入力フォームは、「表紙」「目次シート」「チェック用個別シート」に大別され、現在の申請書類との対応
関係は下図に示すとおりとなります。

※変更後も「自由様式の評
価書類」は提出してください。

※入力フォームを「自由様式
の評価書類」に位置付けるこ
とも可能です。その場合は別
添資料の提出が必要となり
ます。
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変更②：入力フォームの導入

• 評価書類の内容を入力フォームの入力欄に記載してください。一部項目を除き入力フォームの記載
内容を基に評価を実施します。

• 本入力フォームは入力チェック機能を搭載しております。この機能を利用し、申請前に記載内容が確
認のポイントを満たしているかセルフチェックを行ってください。

• その他、記載内容の整合性が取れるように各種機能を搭載しております。具体の入力方法や各機能
の説明は入力フォーム内に記載しております。

申請書類の作成
（⼊⼒フォーム、評価書類）

セルフ
チェック

申請書類の提出

エラーなし
エラーあり

⼊⼒フォーム導⼊後の申請フロー⼊⼒チェック機能

各シート及び目次シートに
「入力チェック」用ボタンを配置しております。
こちらを押下するとチェック機能が作動します。

各シートにチェック機能でエラーが発生する条件を
記載しています。
こちらを参考にエラーがなくなるまでセルフチェックを
実行してください。
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変更②：入力フォームの導入

■参考：入力フォームの入力欄及び各種機能の具体例（ガイドライン文書A-1-1に該当するシート）

【フォームによるチェック内容】
「BCPの対象」のリスクが少なくと
も1つ記載されているかチェックし
ます。
⇒「はい」が1つも無い状態に変更

しようとした際は、ダイアログを表
示し、作成者に案内します。

【フォーム機能】
ボタン押下により、入力欄を追加可能です。
※想定リスク数に柔軟に対応します。

チェック条件を満たしていない入力欄

【フォームによるチェック内容】

入力必須の欄に対し、記入漏れが無いかチェック
します。

⇒漏れがある場合、着色とエラー表示で作成者に
案内します。
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変更②：入力フォームの導入

■参考：入力フォームの入力欄及び各種機能の具体例（ガイドライン文書D-1-2に該当するシート）

【フォームによるチェック内容】

複数の連絡手段を確保しているか（連絡先の
記載が同一でないか）チェックします。

⇒重複している場合、着色とエラー表示で異
なる連絡先を記載するよう作成者に案内しま
す。

【フォーム機能】
ボタン押下により、入力欄を追加可能です。
※計画内容に柔軟に対応します。

【フォームによるチェック内容】

別シートに入力された内容に基づき基準を満
たしているかチェックします。（例：移動時間が
目標時間内となっているか確認）

⇒基準を満たさない場合、着色とエラー表示
で見直すよう案内します。

【フォーム機能】

別シートに入力された内容をプルダウンの選
択肢として表示します。
※項目間の記載内容不整合を防止します。

例）別シートで現場の状況確認の担当者と
なっている人物を、プルダウンの選択肢として
表示します。

チェック条件を満たしていない入力欄
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変更③：申請書類の変更

変更後変更前

入力フォーム（Excel）基礎的事業継続力認定申込書（様式1）
（Word）

申込書類確認一覧（様式2） （Excel）

入力フォーム（Excel）
評価書類（自由様式・PDF）

※入力フォームが評価書類（自由様式）に相当する
場合は、以下の資料を提出してください。
 入力フォーム（Excel）
 別添資料（自由様式・PDF）

評価書類（自由様式）

面接評価資料（様式1）（Word）面接評価資料（様式3） （Word）

• 入力フォームの導入に伴い、申請書類を以下のとおり変更いたします。

 様式1と様式2は入力フォームに統合されます。

 評価書類は、従来の書類に加え、入力フォームの提出が加わります。

※評価書類と別添資料の位置づけは以下のとおりです。詳細は入力フォームの説明をご確認ください。
評価書類：各企業の自由様式で作成されたBCP等
別添資料：入力フォーム記載対象外の内容を確認するための資料（訓練実施記録や指揮命令系統図等）
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変更④：その他関連資料の改定

• 入力フォームの導入に伴い、以下の関連資料の改定を実施しました。申請の際は、最新の資料を参
照してください。

改定の内容関連資料名

• 入力フォームに統合
• 郵便番号の項目を追加

基礎的事業継続力 認定申請書（様式1）

• 入力フォームに統合

• 入力フォームの導入に合わせて「確認のポイン
ト」の見直しを実施

申請書類確認一覧（様式2）

• 申請方法の変更や評価基準の見直しに対応す
るために改定を実施

建設会社のおける災害時の基礎的事業
継続力認定 評価要領

• 評価基準の見直しに対応するために内容の見
直しを実施

建設会社における災害時の事業継続力
認定の申請に向けたガイドライン

関東地方整備局 ＨＰ（建設会社における災害時の事業継続力認定）

https://www.ktr.mlit.go.jp/bousai/bousai00000156.html


